
木造住宅耐震補強工事助成事業(補強計画一体型)　　　　　　　　　　　　　　　　担当者：

〇補強計画確認申請チェックリスト〇 連絡先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□ 様式 様式第23号を使用しているか。

□ 住所、氏名は記載されているか。

□ 申請者は工事費を支払う者と同一か。

□ 交付決定日、決定番号を記載しているか。

□ 耐震評点は記載されているか。

□ 補助対象工事費は設計後の見積と整合しているか。

□ 当初申請時から工事金額に変更があるか。

□ 補助金額に変更があるか。　※ある場合は変更申請書の提出が必要です。

一般財団法人日本建築防災協会発行　「木造住宅の耐震診断と補強方法（2012年改訂版）」

に準拠した算定方法であることが確認できるか。

□ 補強前の診断、補強計画で２階以上も診断しているか。

□ 補強前の診断と補強計画は同じ診断方法を使用しているか。

□ １階のＩｗ値が1.0以上となる補強計画であることが確認できるか。

□

□ 計画策定日は交付決定日以降か。

一般診断法に用いる劣化低減係数は、原則として補強前の診断で用いた低減係数を用いているか。

□ 内容に誤り、漏れ等が無いことを確認したか。

□ 補強計算書の内容と整合していることを確認したか。

□ 内容に誤り、漏れ等が無いことを確認したか。

□ 平成12年建告第1460号の仕様に適合していることを確認できるか。

□ 補強計算書、補強計画平面図の内容と整合していることを確認したか。

□ 業者の押印があるか。

□ 見積書の有効期限が切れていないか。

□ 対象工事、金額が明確に記載されているか。　※一式計上は不可。

□ 補強計画策定後の見積か。

□ 補助対象外を含んだ見積書の場合、対象と対象外を分けて記載されているか。

□ 様式 要領様式７号を使用しているか。

□ 申請者の意向確認が取れているか。

□ 1階・2階とも耐震診断の評点が記入されているか。※補強後の評点ではありません。

その他 □ 担当者の氏名・連絡先が記載されているか。　※チェックリスト上部

審　査　欄

補助対象工事費の変更 □あり 　　補助金額の変更　　□あり　　　　→　　変更申請書の提出が必要　　　　□提出済み

□なし 　　　　　　　 　　　　　　　□なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□未提出

※審査欄は、記入をしないこと。

申請者

≪平成12年建告第1460号の仕様に適合する場合≫

金物図 内容

耐震補強計画確認申請書

内容

補強前後のIw値及びその算定根拠を
示す補強計画計算書

□

内容

補強前後の壁仕様等、補強方法、
施工箇所を明示した補強計画平面図 内容

□ （劣化部の下地材を取り除くなどして、詳細に診断を行ったうえで、
劣化部近辺の構造耐力上支障がある部位を交換や改修した場合を除く）

耐震診断結果報告書
（耐震診断結果を診断者が記入
し、申請者の意向を確認するこ

と。）
内容

補強計画策定後の見積書の写し 内容


